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１．当第１～３四半期の業績概況（平成14年4月1日～平成14年12月31日）

（1) 経営成績

平成14年４月１日 平成13年４月１日

平成14年12月31日 平成13年12月31日

%

(注) １．預金・有価証券利息（当3四半期148百万円、前年同期216百万円）につきましては、前年同期は営業外収益

に計上しておりましたが、当期より営業収益に計上しております。

２．支払雑利息（当3四半期21百万円、前年同期71百万円）につきましては、前年同期は営業外費用に計上して

おりましたが、当期より営業費用に計上しております。

（2) 部門別営業収益

当3四半期（14.4～14.12） 前年同期（13.4～13.12） 前年同期比増減（△）

2.3倍

科 目
前 年 同 期

金 額 率

営 業 収 益

貸 付 金 利 息

2,992

1,195

2,836

1,129

△ 5.2

△ 5.5

企画総務部長

大 津 隆 文

西 井 生 和

当３四半期

8512

695

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

842

92

営 業 総 利 益

一 般 管 理 費

コマーシャル・ペーパー利息

貸付有価証券代り金利息

有 価 証 券 借 入 料

支 払 手 数 料 等

借 入 金 支 払 利 息

11

78

832

29

13

134

490

570

88

1,994

1,646

3

348

145

31.0

△ 1.2

△ 25.6

1,522

119 △ 30

471

△ 19

491

1,665

△ 143

77

356

△ 74

△ 211

△ 7.9

-

-

△ 704

2.5倍

△ 55.2

△ 50.6

△ 42.7

2.5倍

2.0倍

37

5

31

1,274

355

32

1,409

1,469

-

-

3.6倍

（単位：百万円、百万円未満切捨）

営

業

外

損

益

対前年同期比増減（△）

135

△ 155

△ 65

476

△ 2

354

-

△ 59.3

△ 95.4

13

134

△ 713

△ 627

55

5

46

営

業

損

益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 外 収 益

借入有価証券代り金利息

営 業 費 用

受 取 手 数 料

有 価 証 券 貸 付 料

営 業 利 益

△ 27

852

△ 1552,836

79

912

2,992

51

△ 7

148

株 券 貸 借 取 引

一 般 投 資 家 向 け 貸 付 △ 60

預 金 ・ 有 価 証 券

975 495 479

△ 67145

169

213

148 ─

（単位：百万円、百万円未満切捨）

貸 借 取 引 貸 付

-1-

653 1,274 △ 621

債 券 貸 借 取 引

合 計

そ の 他

証 券 会 社 向 け 貸 付
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（業績の概況）

　当第１から第３四半期までの株式市況については、期初１万１千円台でスタートした日

経平均株価は、政府による景気底入れ宣言などもあり国内景気の回復期待から６月中旬に

かけては比較的堅調に推移しました。その後は米国株式相場の急落、円高による企業業績

に対する先行き懸念、不良債権処理の強化によるデフレ圧力が一段と強まるとの思惑など

から総じて続落商状となり、１１月中旬にはバブル崩壊後の安値を更新するなど冴えない

展開となりました。

　この間、期初６８５億円であった大阪市場の制度信用取引買残高は、７月末には 1,173

億円まで増加しましたが、その後は減少の一途を辿り１２月末には６０１億円まで減少し

ました。

　このような情勢下にありまして、資金運用平均残高は、貸付金は減少しましたが、現金

担保付株券貸借取引（株券レポ取引）の大幅増加から４,５５３億円と前年同期比１,５７３

億円の増加となりました。

　収支面では、営業収益は株券レポ取引の代り金利息が増加したものの、有価証券貸付料

の減少から２,８３６百万円と前年同期比１５５百万円の減収となりました。また、営業費

用は有価証券借入料の減少を主因に前年同期比６２７百万円減少し、一般管理費も人件費

を中心に減少しましたことから、営業利益は前年同期の赤字（１４３百万円）から 348 百

万円の黒字となり、経常利益も４９０百万円と前年同期比３５４百万円の増益となりまし

た。

　なお、経営成績の（注）に記載のとおり、前年同期は営業外損益に計上しておりました

預金・有価証券利息および支払雑利息を、当期は営業損益に計上しておりますが、これを

当期と同一の処理を行った場合、前年同期の営業利益は２百万円となります。

（当第１～３四半期における主な取組み状況）

○ 貸借取引貸株料の新設

　　　平成 14 年 5 月 7日より貸借取引における貸株等利用の証券会社から、新たに貸付株

　　券等の価額に対して年０.４％を乗じた額を「貸借取引貸株料」として徴収することと

　　しました。

〇　貸借取引品貸料率決定方式の変更

　平成 14 年７月 10日より貸借取引貸株等超過銘柄の品貸料率決定方式を、これまで

の超過株数と貸借値段によるテーブル方式から、取引参加者、機関投資家等からの品

貸申込みによる入札方式に変更することとしました。

〇　統一清算機関稼動への対応

　　　平成 14 年 12月 30 日に、貸借取引等の統一清算機関での清算・決済移行に伴い、非

　　清算参加者の貸借取引利用スキームを創設しました（実施日平成 15 年 1 月 14日）。

　　以上

　　　


